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参考：「家庭内における高齢者虐待に関する調査」（平成15年度）、財団法人医療経済研究機構

高齢者虐待とはどのようなことを
高齢者虐待とは、高齢者の心や身体に深い傷を負わせたり、基本的な人権の侵害や尊厳を奪うことをい

います。

人権意識の低い我が国では、高齢者虐待が潜在化しやすいと言われ、また、家庭内では夫・妻、息子・娘、

嫁など介護負担の重い家族介護者が虐待者になることが多いとされています。さらに、介護者が知らないうち

に虐待を行っていることがあります。

明
ら
か
な
虐
待

自
覚
し
に
く
い
虐
待

介護・世話の放棄・放任（ネグレクト）身体的虐待

・平手打ちをする

・つねる、殴る、蹴る

・やけどをさせる

・ベッドに縛りつける

・意図的に薬を過剰服用させる
など身体の自由を奪う

・無理やり食事を口に入れる

・水分や食事を十分に与えられていないことで、
脱水症状や栄養失調の状態にある

・劣悪な住環境の中で生活させる

・高齢者本人が必要とする介護・医療サービスを、
相応の理由なく制限したり使わせない

・入浴しておらず異臭がする

・髪が伸び放題である



心理的虐待 性的虐待 経済的虐待
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いうのでしょう？
●「高齢者虐待防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律」（平成17年11月法律第124号）平成18

年４月１日施行では、「高齢者」とは65歳以上の者と定義され、高齢者虐待を養護者によるもの、養介護

施設従事者によるものとして次のように定義しています。

・排泄の失敗等を嘲笑する等に
より高齢者に恥をかかせる

・怒鳴る、ののしる

・社会的虐待（人に会わせない、
電話に出させない、社会的に
孤立させる）

・侮辱を込めて子供のように扱う

・話しかけを無視する

・排泄の失敗に対して懲罰的に
下半身を裸にして放置する

・キスの強要

・性器へのいたずらなどみだら
な行為

※読む方が理解しやすいように、一部補足的に
書き加えています。

・日常生活に必要な金銭を渡さ
ない/使わせない

・本人の自宅等を本人に無断で
売却する

・年金や預貯金を本人の意思、
利益に反して使用する

・介護保険施設等に係る費用を
支払わない。
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虐待の発生要因について影響があったと思われることとして、高齢者に対する介護負担が虐待につな

がっていると考えられるケースが少なくありません。

また、家族・親族との関係、経済的要因など様々な要因が挙げられ、これらの問題が絡み合って虐待

が発生しているものといえます。虐待を防止するためにも、介護者の介護負担を軽くするためにも、ケ

アーマネジャー・民生委員等への相談をお勧めします。

●虐待についての自覚

高齢者 45.2％ 29.8％ 24.5％ 0.5％ 

虐待者 24.7％ 54.1％ 20.4％ 0.8％ 

100％ 80％ 60％ 40％ 20％ 0％ 

■ 自覚がある　■ 自覚はない　■ わからない　■ 無回答 

虐待についての自覚 

参考・出典：平成15年度「家庭内における高齢者虐待に関する調査」（財団法人医療経済研究機構）

家庭内における高齢者虐待の実態

●虐待の発生の要因と考えられること

　　　　　　 介護負担 
 

・虐待者の介護疲れ（37.2％） 
・高齢者本人の認知症による言動の 
　混乱（30.4％） 
・高齢者本人の身体的自立度の 
　低さ（30.4％） 
・高齢者本人の排泄介助の 
　困難さ（25.4％） 
　 

経済的要因 
 

・経済的困窮（22.4％） 

虐 待 虐 待 

家族・親族との関係 
 
・配偶者や家族・親族の無関心 
　（25.1％） 

54%を超える人が虐待についての自覚がありません！！

虐待の自覚があるかどうかでは、高齢者本人では虐待されている「自覚がある」高齢者が

45.2％、「自覚がない」高齢者も29.8％を占めています。一方、虐待者では、自分が虐待をし

ている「自覚がある」のは24.7％にとどまり、半数以上の虐待者は自覚がないままに虐待行為

を行っていたことになります。

参考・出典：平成15年度「家庭内における高齢者虐待に関する調査」（財団法人医療経済研究機構）
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認知症と高齢者虐待

高齢者虐待の全事例の約６割～７割が認

知症もしくはその疑いがある事例となって

おり、「認知症あり、介護必要」の事例では、

「高齢者本人の認知症による言動の混乱」が

虐待の要因として６割以上の事例で挙げら

れています。

また、「介護をしている人の介護疲れ」や

「介護に関する知識・情報の不足」の要因も、

「認知症なし」の場合に比べて多く挙げられ

ています。

参考：｢東京都高齢者虐待対応マニュアル｣、平成15

年度｢家庭における高齢者虐待に関する調査｣

（財団法人医療経済研究機構）

●認知症とは何か？

様々な原因による症候群

●認知症については、介護保険法では｢脳血管疾患、アルツハイマー病その他の要因に基づく脳の器質

的な変化により日常生活に支障が生じる程度にまで記憶機能及びその他の認知機能が低下した状態｣

と規定しています。
●つまり、認知症は誰にでも起こりうる脳の「病気」なのです。近年早期診断についての技術が進歩し、

本人に判断能力が残されており、生活の困難が少ない早期の段階で認知症診断をすることが可能と

なってきていますので、なるべく早い段階での専門医療機関での受診が大いに大切なのです。

認知症に伴う虐待のリスク

●認知症の介護の特徴は、いつどこで支援が必要になるか予測がつかないということであり、家族は常

時気が抜けない状態で介護を続けており、ストレスや疲労が溜まりやすいところにあります。
●家族にとっては、親や配偶者が認知症になったという事実等が心理的に受け入れられず、周囲に相談

することさえも抵抗がある場合があり、困難を抱え込みやすい環境にあるといえます。
●「なぜそんなことをするの？」「どうすればいいの？」という家族の心理的な混乱を招き、さらには、

高齢者が家族を叩いたり、怒鳴ったりしてしまうことが、虐待の大きな要因となっている可能性があ

ります。

頑張りすぎない介護こそ大切！

●高齢者も家族も双方とも支援すべき当事者であります。一人で背負わず、いろいろなサービスや制度

を有効に利用して、自分のためのゆとりをもつことが大切です。

先ずは、家族や親類、近所の方など周りの人の協力を得るようにし、そして、地域包括支援センター

や在宅介護支援センターなどの相談窓口に気軽に相談するようにしましょう。高齢者グループホーム、

介護老人保健施設などの施設などを上手に活用しましょう。

虐待事例における認知症の状況 

（N=465） 

■ 不明 
4.8％ 

■ 認知症なし 
25.3％ 

■ 認知症あり、 
介護必要 
46.5％ 

■ 認知症あるが 
ほぼ自立 
10.6％ 

■ 認知症の 
疑いあり 
12.8％ 
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高齢者虐待防止法のあらまし

緊急性あり 

通　報 

届け出 

地域包括支援センターなどの対応窓口 

虐待を確認 

高齢者保護のため立ち入り調査 

訪問調査で事実確認 

報　告 
市町村と連携して事実確認 

虐待の状況の公表（毎年度） 

立ち入り調査、改善命令、 
事業停止廃止命令など 

虐待を発見した施設職員など 

 

虐待を受けた高齢者 

市町村 都道府県 

法律名
「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律」（平成17年11月９日　法律第124号）

概　略
高齢者（65歳以上をいう）虐待の現場への市町村の立ち入り調査を認め、行政の早期立ち入りにより、高齢者への虐

待防止を目的としたもの。（法第１条及び第２条）

定　義
この法律において「養介護施設従事者等による高齢者虐待」とは、次のいずれかに該当する行為をいう。（法第２条第５項）

イ　高齢者の身体に外傷が生じ、又は生じるおそれのある暴行を加えること。

ロ　高齢者を衰弱させるような著しい減食又は長時間の放置その他の高齢者を養護すべき職務上の義務を著しく怠ること。

ハ　高齢者に対する著しい暴言又は著しく拒絶的な対応その他の高齢者に著しい心理的外傷を与える言動を行うこと。

ニ　高齢者にわいせつな行為をすること又は高齢者をしてわいせつな行為をさせること。

ホ　高齢者の財産を不当に処分することその他当該高齢者から不当に財産上の利益を得ること。

職員への指導・徹底が必要であり、定期的な研修等の実施も検討すべきである。

高齢者虐待の早期発見等
養介護施設、病院、保健所その他高齢者の福祉に業務上関係のある団体及び養介護施設従事者等、医師、保健師、弁

護士その他高齢者の福祉に職務上関係のある者は、高齢者虐待を発見しやすい立場にあることを自覚し、高齢者虐待の

早期発見に努めなければならない。（法第５条第１項）

通報等
養護者による高齢者虐待を発見した者は、速やかにこれを市町村に通報しなければならない。（法第７条）

施設内において同様に施設従事者による高齢者虐待を発見した場合も、速やかに市町村に通報しなければならない。

（法第21条）

通報者の身分保証の項目もあるので、十分に注意、配慮する必要がある。

養介護施設従事者等は、通報したことを理由として、解雇その他不利益な取扱いを受けない。（法第21条第７項）

事務の委託
施設又は養介護施設の長は、高齢者虐待対応協力者として、相談、指導・助言、通報、届出の受理等事務の委託を受

ける可能性があるが、この際十分に注意するべき項目がある。

＊委託を受けた高齢者虐待対応協力者若しくはその役員若しくは職員又はこれらの者であった者は、正当な理由なしに、

その委託を受けた事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。（法第17条第２項）

この規定に違反した場合には罰則があるので、事務の委託を受ける際は十分に注意しなければならない。

１年以下の懲役又は百万円以下の罰金（法第29条）

養介護施設従事者等による高齢者虐待の防止等のための措置
養介護施設の設置者又は養介護事業を行う者は、養介護施設従事者等の研修の実施、入所者・利用者・その家族から

の苦情の処理の体制の整備等高齢者虐待の防止等のための措置を講じなければならないと規定されている。（法第20条）

公　表
通報を受けた市町村は、虐待に関する事項と施設の所在地を都道府県に報告することになり、都道府県は、毎年度、

高齢者虐待の状況、虐待があった場合の措置等を公表することになる。（法第22条、法第25条）

（平成19年12月24日現在の内容）
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「私の行為は虐待？」「誰かに聞いてほしい」
ひとりで悩まないで、すぐに相談を！！

都道府県

北 海 道

青 森 県

秋 田 県

岩 手 県

山 形 県

宮 城 県

福 島 県

東 京 都

群 馬 県

栃 木 県

茨 城 県

埼 玉 県

千 葉 県

神奈川県

山 梨 県

静 岡 県

長 野 県

新 潟 県

富 山 県

石 川 県

岐 阜 県

愛 知 県

三 重 県

福 井 県

滋 賀 県

京 都 府

大 阪 府

奈 良 県

和歌山県

兵 庫 県

鳥 取 県

岡 山 県

島 根 県

広 島 県

山 口 県

香 川 県

徳 島 県

愛 媛 県

高 知 県

福 岡 県

佐 賀 県

長 崎 県

大 分 県

熊 本 県

宮 崎 県

鹿児島県

沖 縄 県

高齢者虐待担当課

高齢者保健福祉課

高齢福祉保険課

長寿社会課

長寿社会課

長寿社会課

長寿社会政策課

高齢保健福祉グループ

高齢社会対策部在宅支援課

介護高齢課

高齢対策課

長寿福祉課

高齢者福祉課

高齢者福祉課

高齢福祉課

長寿社会課

長寿政策室

長寿福祉課

高齢福祉保健課

高齢福祉課

長寿社会課

高齢福祉課

高齢福祉課

長寿社会室

長寿福祉課

元気長寿福祉課

高齢・保険総括室

高齢介護室

長寿社会課

長寿社会推進課

高齢社会課

長寿社会課

長寿社会対策課

高齢者福祉課

高齢者支援室

長寿社会課

長寿社会対策課

長寿社会課

長寿介護課

高齢者福祉課

高齢者福祉課

長寿社会課

長寿社会課

高齢者福祉課

高齢者支援総室

高齢者対策課

長寿社会課

高齢者福祉介護課

電話番号

011-231-4111

017-734-9296

018-860-1361

019-629-5432

023-630-2239

022-211-2536

024-521-7163

03-5320-4276

027-226-2564

028-623-3048

029-301-3313

048-830-3240

043-223-2342

045-210-4846

055-223-1450

054-221-3250

026-235-7112

025-280-5190

076-444-3204

076-225-1416

058-272-1111

052-954-6285

059-224-3327

0776-20-0330

077-528-3521

075-414-4568

06-6944-6656

0742-27-8524

073-441-2520

078-362-9033

0857-26-7177

086-226-7326

0852-22-5204

082-513-3198

083-933-2782

087-832-3263

088-621-2168

089-912-2430

088-823-9630

092-643-3248

0952-25-7054

095-895-2433

097-506-2688

096-333-2215

0985-26-7059

099-286-2696

098-866-2214

支　　部

北海道地域包括・在宅介護支援センター協議会

青森県地域包括・在宅介護支援センター協議会

岩手県地域包括・在宅介護支援センター協議会

宮城県地域包括・在宅介護支援センター協議会

秋田県地域包括・在宅介護支援センター協議会

福島県社会福祉協議会

地域包括・在宅介護支援センター協議会

茨城県地域包括・在宅介護支援センター連絡協議会

栃木県地域包括・在宅介護支援センター協議会

埼玉県老人福祉施設協議会介護支援部会

千葉県地域包括・在宅介護支援センター協会

東京都社会福祉協議会センター部会

神奈川県高齢者福祉施設協議会

地域包括・在宅介護支援センター部会

新潟県老人福祉施設協議会

在宅介護支援センター・地域包括支援センター部会

山梨県地域包括・在宅介護支援センター協議会

長野県高齢者福祉協会

在宅介護支援センター・地域包括支援センター部会

静岡県地域包括・在宅介護支援センター協議会

富山県地域包括・在宅介護支援センター協議会

石川県在宅介護支援センター協議会

福井県地域支援センター協議会

岐阜県地域包括・在宅介護支援センター協議会

愛知県社会福祉協議会在宅介護支援センター部会

三重県地域包括・在宅介護支援センター協議会

京都府在宅介護支援センター協議会

大阪府社会福祉協議会老人施設部会

兵庫県在宅介護支援センター協議会

奈良県地域包括・在宅介護支援センター協議会

岡山県在宅介護・地域包括支援センター協議会

広島県地域包括支援センター・

在宅介護支援センター協議会

山口県地域包括・在宅介護支援センター協議会

徳島県老人福祉施設協議会

香川県老人介護支援センター協議会

愛媛県地域包括・在宅介護支援センター協議会

高知県地域包括支援センター・在宅支援組織連絡協議会

長崎県地域包括・在宅介護支援センター協議会

佐賀県在宅介護支援センター協議会

熊本県地域包括・在宅介護支援センター協議会

大分県地域包括・総合相談・

在宅介護支援センター協議会

宮崎県在宅介護支援センター協議会

鹿児島県地域包括・在宅介護支援センター協議会

沖縄県在宅介護支援センター協議会

電話番号

011-271-0458

017-774-3234

019-637-4403

022-212-7570

018-864-2711

024-523-1253

0291-37-3870

028-622-0051

048-822-1191

043-244-6021

03-3268-7172

045-311-8745

025-281-5534

0552-54-8680

026-246-4600

054-252-4355

076-431-6723

076-224-1212

0776-24-2339

058-245-6573

052-232-1184

059-227-5160

075-802-4642

06-6762-9001

078-242-4635

0744-29-0100

086-226-4145

082-254-3414

083-924-2828

088-654-4461

087-861-5611

089-921-8566

0889-43-0120

095-846-8600

0952-36-9368

096-331-5563

097-558-0300

0985-22-3145

099-255-8634

098-887-2000

●　都道府県高齢者虐待担当課まで直ぐ相談し、最寄
の市町村窓口や地域包括支援センター・在宅介護
支援センター等を紹介してもらいましょう！

各都道府県・高齢者虐待防止担当課

●　全国地域包括・在宅介護支援センター協議会の都道府県組織が
ありますので、相談窓口として登録しておくのもよいでしょう。

全国地域包括・在宅介護支援センター協議会

参考：日本高齢者虐待防止センター（ヘルプライン） 蕁 042-462-1585 ＊毎週月・水・金の午前10時～午後４時
老人虐待予防・支援センター（サポートライン）蕁 03-3357-7073 ＊毎週木の午後５時～午後８時・土の午後２時～午後６時

（平成19年12月24日現在各都道府県ホームページより）

（全国地域包括・在宅介護支援センター協議会ホームページ［平成19年12月21日現在］より）



虐待はしない・許さない

ご自宅から近くの相談窓口を調べて
下記に記入しておきましょう！！

●お近くの地域包括支援センター等の相談窓口

名　　称

電話番号

担 当 者

●お住まいの市町村の担当窓口

所　　属

電話番号

担 当 者

●お近くのかかりつけ医（認知症相談窓口）

診療所・病院名

電話番号

担 当 者

●その他関係する連絡先（親類・友人等）

※P. 7の「各都道府県・高齢者虐待防止担当課」「全国地域包括・在宅介護支援センター協議会」を参照


